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（１）大規模災害における更なる査定の効率化・簡素化の検討

⇒全国で「早期確認型査定（試行）」の実施や「デジタル技術活用の
手引き（案）」の作成など、自治体における更なる査定手続きの

迅速化・効率化を図る

（２）復旧の優先順位を踏まえた災害査定の実施

⇒地域の実情を踏まえた緊急順位の仕組みを検討

（３）ガイドラインを活用した平時からの取組強化や災害対応力の底上げ

⇒活用事例集の作成

⇒継続的な研修等の開催

（４）民間事業者等による地方公共団体が行う災害復旧を支援する仕組みの普及促進

⇒自治体が重視するニーズに対する支援メニューを検討

今後の取組について


